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ロシア農業再編と住民経営

～制度変遷の概要とサハリン州における実態～

野 村 潤 也，池 田 均

は じ め に

90年代初頭の急進的な経済改革がロシア

経済に与えた影響は大きかった。大幅な生産

の落ち込みが経済の各部門で露呈したからで

ある。近年，ロシア経済には緩やかな成長の

傾向が認められる。しかし，90年代初頭に

半減してしまった GDPは，未だ90年のレ

ベルを大きく下回っている状況である。この

ような状況の中で，現在のロシア一般大衆の

生活を程度の差はあれ支えているのが住民経

営であることはいまや常識的でさえある。ソ

連時代のコルホーズ・ソフホーズの構成員が

行っていた個人副業によるジャガイモや野菜

などの作物の生産が現在の住民経営での生産

活動のルーツだと考えられる。これは宅地付

属地での農業生産であり，現在も農業企業の

構成員達がこの宅地付属地でジャガイモや野

菜の栽培を行っている。住民経営の生産主体

の中には宅地付属地経営のほかに，集団庭園，

集団菜園，ダーチャ経営がある。かつては宅

地付属地が住民経営の中心であったが，本論

で取り上げたサハリンの住民経営の場合，そ

の構図にも変化が見られる。農業再編後のロ

シアでは，フェルメルをはじめとする新たな

農業生産組織が誕生したが，これらの生産主

体はかつてのコルホーズ・ソフホーズをルー

ツに持つ企業でさえ，集約的作物を中心に生

産は落ち込んでいる。現在，ロシア各地での

ジャガイモ・野菜等の集約的作物の生産は住

民経営が担っていると言っていいほどだ。

住民経営の歴史・制度の変遷

－１．ソ連（ロシア）における土地制度・

農業改革の変遷と住民経営

私的所有が公的に認められていなかったソ

連時代の社会主義経済下においては，生産手

段の社会的所有のもとに生産が行われていた。

農業においてはコルホーズやソフホーズが生

産の主体であり，このような生産手段の社会

的所有が計画経済を支えてきたのであった。

そのため私的な生産活動や私的所有を想起さ

せる宅地付属地や市民菜園の生産は制限を伴

うものだった。しかしながらソ連時代は憲法

13条によって，宅地付属地などでの耕作権

がれっきとして認められていた。憲法13条

には「市民は法の規定する範囲で，副業的な

自作小農地用（家畜と家畜の飼育用を含む），

果樹栽培用あるいは個人住宅の建設用として

小区画の土地の利用を認められる。市民は彼

らに割当てられた土地の合理的な利用を求め

られる。国営および集団農場は，市民が彼ら

の自家小農園を活用できるよう手助けする。

市民が保有して使用する資産を，不労所得を

引き出す手段として供したり，社会の利益を

損なうような利用はさせないものとする」と

ある。

ソ連時代には，中央集権的な計画経済に

よって企業活動は統制されていたが，かと
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いって国民経済のすべてが計画経済の中に包

括されていたわけではない。また，「闇経済」

として，個人レベルで行う利益の追求におい

ての，生産やサービスの提供，公的なルート

を介さない各種の取引行為などは非公式に存

在していたようである 。集団農場での構成

員による副業菜園での生産物も，その例にも

れない。副業菜園で作られた作物は自由市場

で販売されていた。所有関係の改革が行われ

る前にも，農村住民が自分の古びた住居を都

市住民向けのダーチャ用として販売すること

や，コルホーズ員の間では土地つき住居の販

売さえ行われていた 。しかし，これは土地

の私有ということでなく表むきは建物の販売

で，ソ連時代に公的な土地の「私有」はまだ

認められていなかったのである。

住民経営発展にとって（特に市民菜園に

とって）の一つの大きな政策転換は，1981

年の「宅地付属地経営，集団庭園，集団菜園

発展に関する補則措置について，（No.

141）」 の決定採択であった。これにより，

都市住民の経営においても，食糧増産を促す

ことになった。都市住民の菜園は，その「所

有者」の死亡に際しては，家族が相続できる

ようになり，半ば，私有財産を認めることに

なった。またこの法令は，農民の副業経営に

対して宅地付属地（ジャガイモ・野菜・果実

栽培用）のほか，飼料確保に要する追加的な

土地を集団経営から借り入れることのできる

権利も与えた。これにより農民は１ヘクター

ルもの農地を半分は食糧用に，他の半分は牧

草用に個人が耕作できるようになったのであ

る。

1986年11月には「ソ連邦個人労働活動

法」 が採択される。これにより，雇用労働

は許可されないが，副業労働の範囲で個人や

家族営業（農業副業，民・工芸品製造販売，

流通，商業）が解禁されることなった。この

当時から，所有関係に関する議論，農業にお

ける集団請負，アレンダ（賃貸借請負）等に

関する議論が活発に行われるようになった。

しかし同年（86年５月）にゴルバチョフは，

住民経営の食糧取引を厳しく規制したために

市場価格が高騰した。1987年には「宅地付

属地経営，集団庭園，集団菜園発展に関する

補則措置について，（No.409）」 が決議され

た。この決定は短期での食糧増産のため，集

団農場に長期間（10年から15年）のアレン

ダを推奨して，土地の真の経営者となる生産

集団を全面支援するものである。住民経営に

対する各種の制限は撤廃もしくは緩和された。

余剰生産物を，消費組合の経営，企業，組織

との契約に沿ってコルホーズ市場で販売する

ことも許可されることになった。ゴルバチョ

フは，彼の数々の経済改革の性格と同様に，

社会経済体制を崩してまでの農業改革を望ん

だわけではなかった。つまり終始コルホーズ

とソフホーズの枠内で改革を進めようとした

と言える。1989年にゴルバチョフは新農業

政策の一環として，アレンダ（賃貸借）を推
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1)森本忠夫はこのいわば経済の第二セクターの規

模に関してのソ連時代（80年代後半）の各専門

家による様々な推計を挙げている。当時のモスク

ワ高級党学校教官モクロフの数字では GNPの

55％もの規模であるとのことである。この数字は

大げさかもしれないが，いずれにせよ非公的セク

ターの経済規模はかなり大きかったと想像される。

木村明生他「ソ連情報に強くなる」，東洋経済新

報社，1991，P.42

2)山村理人『ロシアの土地改革1989-1996年』，

多賀出版，1997，８章６節，P.240

3)
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奨した。アレンダによる集団農場の改造に

よって集団経営の生産能力を向上させること

ができるとゴルバチョフは考えていたと思わ

れる。この集団農場の改造のために採択され

た諸策から判断すれば，ゴルバチョフは農民

の宅地付属地経営が古くから果たしてきた役

割に大いに注目していたと考えられる。ペレ

ストロイカ末期には土地所有に関する議論が

活発化するようになる。1990年12月に土地

改革法 が採択されると，国による土地に対

する権利の国の寡占状態が解消されることと

なった。続く1991年にはロシア連邦政府に

よって「コルホーズ・ソフホーズ再編と国営

農業企業の民営化について」 という決定が

採択される。これによって効率性や活動内容

に関わらず，全ての農業企業が再編の対象と

なった。この決定により集団農場の構成員は

集団農場の資産配分を受け，自由意志で集団

農場から脱退する権利を得た。この集団農場

を ベース に タ ヴァーリ シェス ト ヴァ

（ ）や株式会社（

)，農業企業(

）等が設立されることとなった。

集団農場再編とともに新たな生産主体も生ま

れた。1990年12月には「農民（＝フェルメ

ル）経営法」 が制定された。これにより

フェルメルという，雇用労働も許可されてい

る，新しい農業経営の法人が出現することに

なる。このフェルメル創出は土地改革の目玉

であり，当時の国のリーダー達はフェルメル

の経営が将来的には農業生産の主要な担い手

になるであろうと期待していたのである。

1991年末にはソ連邦が崩壊し，急進改革派

のリーダーであったエリツィンが政権の座に

就く，エリツィンもフェルメルに期待して，

声高にフェルメル創設を推奨したが，事態は

彼らが望んでいたようには進展しなかった。

ロシア全体で1996年にフェルメル登録者数

はピークを迎える。当時，経営戸数は28万

戸に達したが，90年代半ばにはフェルメル

登録者数は早くも減少傾向に転じた。

－２．宅地付属地の法規

宅地付属地経営とは先述のようにもともと

は農村住居に付属していた土地で営まれてい

た，主に集団農場の構成員による農業生産の

ことである。ソ連時代に住民経営の生産の主

役であったところの農村住民の経営である。

1991年より，宅地付属地はロシア連邦憲法

によって市民所有のものとなった。現在，宅

地付属地の経営については98年12月に採択

された「個人宅地付属地経営についてのロシ

ア連邦法」 によって，その活動内容が規定

されている。個人宅地付属地という名称の通

り，これは個人住宅地に付属した土地で行う

農業生産のことである。現在のロシアではこ

のような土地が実際に販売されていて，イン

ターネットでもダーチャ等個人住宅の販売情

報の中に個人宅地付属地というカテゴリーが

あり土地つき住宅が販売されている。個人宅

地付属地経営は，あくまでも個人的に取得し

た土地で行われる生産活動であり，庭園や菜

園が集団に対して提供を行うのとは違い，個

人に対して相続できる私有財産として認めら

れる土地において，または，公的に所有され

た土地をアレンダ（賃貸借）することによっ

て得られた区画において行う個人的な農業生

産である。その個人の生産活動は集団庭園・

菜園などと違い，法的には企業活動ではない。

土地提供は，この経営カテゴリーがもともと
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農村住居の付属地の経営をさしていたことも

あり，当法では「農村に常時居住している国

民でフェルメル経営（農民経営）を行ってい

ないものは，国有地または公共の土地から宅

地付属地経営を行うために土地提供を受ける

権利を有する」 と規定されている。ただし，

都市住民が宅地付属地経営を行う場合も想定

されており，その場合には土地提供の規定は，

ロシア連邦の各法規定，州法によって規定さ

れることになっている。また，このような宅

地付属地において共同的活動を行う場合には，

コーペラチフ，消費組合，協会を創設できる

ことになっている。その点で，この法は個人

的な住居の付属地で行われる農業生産活動一

般を規定しているものである。この宅地付属

地は，今まで見てきたようにソ連時代におい

ては主に農村で行われていた生産活動である。

ソ連時代と同様に，宅地付属地経営者は農業

企業の土地を利用することも許可されている。

－３．庭園・菜園・ダーチャの法規

通常，住民経営においては，タヴァリシェ

ストヴォ，コーペラチフ，パルトニョルスト

ヴォなどの組合的集団（非営利組織）が形成

され，構成員は６アールほどの土地区画にお

いて野菜やジャガイモなどを栽培しているの

が一般的である。このような言わば市民菜園

を，ロシア人は一般的に「ダーチャ」と称し，

厳密に区別していない。法的にどのような制

限を受けているのか，またどのような権利を

有するのかは土地使用目的別のカテゴリーに

よって規定されている。法的に庭園・菜園・

ダーチャという３つのカテゴリーがあり，こ

れらの違いについては，「庭園・菜園・ダー

チャ非商業的市民集団についてのロシア連邦

法」 で規定されている。これは1998年４

月上院にて可決されたものである。その後，

2000年11月に改正されている。これらの３

つの区画で栽培される作物の種類や建物・建

造物についてはソ連時代多くの制限を伴って

いたが，現在の法律が規定するところでの違

いは以下のようになる。

①庭園区画（ ）

作物の栽培目的，また休暇目的で使用され

る土地であり，家屋や商業向けの建物・建造

物の建設はできるが，住居として登記するこ

とは認められない。

②菜園区画（ ）

作物の栽培目的，また休暇目的で使用され

る土地であり，作物栽培の用具保管の目的等

での建物は建設できるが，本格的な住居等の

建設は認められていない。

③ダーチャ区画( ）

休暇目的で使用されるが，作物の栽培も可

能な土地のことである。家屋の建設は可能で

あり，またそれを住居として登記することも

可能である。商業向けの建物・建造物も建て

ることができる。

この３つの分類において作物の制限につい

ての大きな相違点は見当たらない。明確な違

いはそこに建てられる建物・建造物 につ

いてのみである。庭園区画には，ダーチャ区

画のように住居登録はできないが家屋・商業

向け建物を建てることができる点である。先

に述べたように一般的にロシア人はこれらの

カテゴリーを区別しない。実質的には野菜や

花を植え，栽培と休暇の両方の目的で使用す

るという点は区別がない。ただしこの法的な

カテゴリーによって生じる制限についての複

10)前掲法，５条２節

11)

12)都市建設法典の39条などにより規制を受ける

ため。

― ―96 北海学園大学経済論集 第52巻第１号(2004年６月)



雑さから法的な問題が生じることもあり，イ

ンターネット上でも行政府と菜園組合との住

居建設をめぐる係争事件などについての報道

がなされている。

農業組織再編後の農業生産

（サハリンの住民経営）

－１．サハリンにおける農業企業および

フェルメルの動向

前述のように土地改革および農業組織再編

のプロセスの中で，ロシア各地のかつてのコ

ルホーズ・ソフホーズは個人企業，株式会社，

合資会社，新型協同組合，フェルメル等の

様々の形態に改編されることになった。ソ連

時代サハリン州には42のソフホーズが存在

していたが，95年時点で42のソフホーズの

うち17のソフホーズがそのままソフホーズ

として残ることを選択した。97年時点の数

字では97年８月までに８つのソフホーズが

解体し，９つがソフホーズとして残った（表

１）。ロシア極東全体のデータでは，「1990

年には761ソフホーズ，84コルホーズで

あったが，土地改革後の93年には７月現在

で741経営のうち548経営が企業としてのス

テイタスを変更して再登録した」 というこ

とから，サハリン州でのこのプロセスはロシ

ア極東全体との比較では，急激なものでな

かったといえる。その後もサハリン農業企業

では再編が続き，2003年１月現在ではサハ

リン州で登録されている農業企業数（フェル

メルを含む）は864であり，うち79が国営

もしくは公営，私企業が767，混合経営が８

となっている 。

次にフェルメルの経営に注目したい。表２

は過去10年間のサハリン州フェルメル経営

数の推移など，フェルメルの動向を示したも

のである。1991年には101経営しかなかっ

たが1992年には645，1993年には981と順

調に登録経営数は伸びたが94年の1027を

ピークに以降は減少傾向にあり，98年以降

は800未満で推移している。総面積も94年

をピークに減少している。このような経営

数・面積の推移の傾向は極東全体でも94年

がピークになっており，極東全体に共通して

いる傾向である。佐々木洋氏によれば「極東

における農民経営形成は，ロシア全体と比較

して明らかな相違が認められる。それは全国

の経営設立が，94年のピーク後も伸び率が

低下しながら96年までは絶対数で増えつづ

けたのに対し，極東では94年をピークに，

早くも絶対数自体が減少傾向に入り（96年

は94年比14％減），98年現在は11,487と

94年比で25％の激減である」 と指摘して

いる。

サハリン州で，他の極東地域と比較して明

らかな違いが見られる点については，他の地

域で1994年以降の経営数の激減によって結

果的にフェルメルの平均面積が増加した

のにも関わらず，極東地域で唯一平均面積は

増加していない点である。これはサハリン州

13)大沼盛男，佐々木洋，山村理人編著『ロシア極

東の農業改革』，御茶の水書房，2000，４章１節，

P.133

表１ 形態別農業経営数の変化

1992年 1993年 1994年 1995年

ソフホーズ 42 17 17 17

農業共同体 － 23 25 26

有 限 会 社 － 1 2 2

株 式 会 社 － 1 1 1

出所：サハリン国家統計委員会「サハリン州の統
計・50年」，P.158

14)

15)前掲書５章１節，P.189

16)前掲書５章１節，P.191

― ―97ロシア農業再編と住民経営(野村・池田)



においてのフェルメルがより自給的であるこ

とを示していると考えられる。

－２．サハリンの住民経営の実態

住民経営全体の家庭数に関しては表３を見

るとわかるように，90年代を通じて，増加

の傾向にあると言える。1990年から2000年

までで1.08倍の増加となっている。住民経

営全体に提供された土地総面積も穏やかな増

加傾向であるのに比べ，農用地の総面積は

1996年に2.7倍増えた後，その後も漸次的

な増加傾向にある。うち耕地は90年から

2000年までに約２倍増加している。農用地

の増加率よりも，耕地の伸びは少ない。個人

宅地付属地というのはこれまでにもふれてき

たところの，もともとソ連時代からあった集

団経営の農民を中心とする副業経営，現在は

フェルメルでない農村住民の生産が主流であ

ると考えられる。家庭数は1990年から1995

年までの間に12万1000件から８万300件に

大きく減少して，以後も減少傾向にある。土

地総面積・農用地ともに減少している。これ

は宅地付属地経営の生産がかつての集団農場

の生産基盤に依拠していたためだと考えられ

る。

宅地付属地経営と違って，個人住宅建設地

の家庭数・面積（総提供面積・農用地共に）

の数字は年々明らかに増加している。提供さ

れた土地の総面積の増加率と比べ，家庭数の

増加率が高い。この個人住宅建設地とはダー

チャを建てることができる土地である。1998

年の 2,900ヘ クタールから 1999年 には

4,600ヘクタールへ（1.6倍）の伸びである。

個人住宅建設地へ提供された土地の総面積の

増加率と，個人住宅建設地の農地および耕地

の増加率を比較するならば，明らかに農地お

よび耕地の総面積の増加率が高い。統計上個

人住宅建設地のデータが出現した1996年か

ら2000年までの増加率は双方約３倍の伸び

である。1999年の農用地・耕地の面積に関

しては残念ながらデータが欠如しているが，

1998年から2000年までに個人住宅建設地全

体の面積が顕著な伸びを示していることや，

ちょうど1998年の通貨危機の時期と重なっ

ていることを考慮すれば1999年のデータに

関してもこの時期の数字にも同様の傾向が認

表２ 土地区画所有フェルメル経営数の推移

年

１月１日

現 在

経 営 数

面 積

（ha)
平均面積

当該年度の新規

登 録 経 営

経 営 数

面 積

(ha)

当該年度の離農

経 営

経 営 数

面 積

（ha)

1990 － － － 101 1,650 － －

1991 101 1,650 16.3 544 7,313 － －

1992 645 8,963 13.9 336 3,929 － －

1993 981 12,892 13.1 61 807 15 432

1994 1,027 13,267 12.9 45 403 176 2,281

1995 896 11,389 12.7 184 1,912 193 2,356

1996 887 10,945 12.3 39 469 105 1,133

1997 821 10,281 12.5 64 603 97 839

1998 788 10,045 12.7 76 739 89 1,149

1999 775 9,635 12.4 85 913 62 867

2000 798 9,681 12.1 － － － －

出所：サハリン国家統計委員会「フェルメル経営10年」 (
）
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められると想像される。この顕著な伸びは，

同時に本来のダーチャ区画取得の目的として

の別荘を持つ階層が存在するようになったこ

とを示しているが，それと同時に農地および

耕地の総面積の増加率が高いことを考慮すれ

ば，半ば農業目的で個人住宅建設地を獲得し

ている者が多いことに起因していると考えら

れる。個人住宅建設地における区画取得家庭

数の伸びは特に著しく1996年から2000年ま

でに約３倍の増加である。

集団庭園・集団菜園については1990年か

ら1995年に家庭数・提供された土地・農地

ともに倍近く増加した後に比較的安定して推

移している。家庭数においては2000年現在

で，住民経営主体のうち一番構成比率が高い

（40％）のは集団庭園であり，サハリンの住

民経営の中で住民が自給のため比較的選択し

やすい形態が集団庭園であることが想像され

る。

表４は集団庭園の内訳である。これを見る

表３ 住民経営に提供された土地状況 （千 ha)

1990年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年

市民に提供された土地

家庭数，千 185.6 197.5 198.9 199 198.5 196.8 199.8

土地，千 ha 14 20.5 21.3 21.2 21.5 22.5 22.9

うち農用地 6.8 6.1 6.5 17.6 17.8 16.4 19.3

うち耕地 4.8 5.1 5.5 8.7 8.8 7.9 9.7

個人宅地付属地

家庭数，千 121 80.3 69.6 60.2 60.3 56.6 42.6

土地，千 ha 8.6 9.2 8.2 7.9 8.2 8.4 6.9

うち農用地 6.8 6.1 5.5 5.3 5.6 5.9 5.4

うち耕地 4.8 5.1 4.6 4.4 4.5 4.5 4

個人住宅建設地

家庭数，千 － － 14.7 24.6 24.8 27.8 43.4

土地，千 ha － － 1.9 2.2 2.2 2.9 4.6

うち農用地 － － 1 1.7 1.7 － 3.2

うち耕地 － － 0.9 1.6 1.6 － 2.8

集団庭園

家庭数，千 52.1 85.8 83.6 82.7 82.1 81.4 81.9

土地，千 ha 4.1 8.7 8.5 8.4 8.4 8.5 8.5

うち農用地 － － － 7.9 7.8 7.8 7.8

うち耕地 － － － － － － －

集団菜園

家庭数，千 12.5 31.4 31 31.5 31.3 31 33.8

土地，千 ha 1.3 2.6 2.7 2.7 2.7 2.7 2.9

うち農用地 － － － 2.7 2.7 2.7 2.9

うち耕地 － － － 2.7 2.7 2.7 2.9

出所：サハリン州国家統計委員会「住民経営の発展1950-1999」，
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とサハリン全体で81,899世帯が集団菜園に

属し，そこで45,345名の構成員が農業を営

んでいることが分かる。土地提供総面積は

8,547haであり，平均0.104haの所有土地

面積，耕地は平均0.058haとなる。サハリ

ン全体の人口は約60万 であるからサハリ

ン全人口の約13人に１人がこの集団菜園で

農作業を行っている計算になる。地区別にみ

ると，ユジノサハリンスク市，コルサコフ地

区，アニワ地区，南クリル地区などでの人口

比においての割合が高い。これらの地区では

４～５人に一人が集団菜園で農作業を行って

いる計算になる。南クリル地区を除いては，

比較的都市部に集団庭園は多いといえる。人

口の少ない村において比較的集団庭園は少な

い。

表５は住民経営主要栽培品目のジャガイモ

と野菜の作付面積構造である。サハリン全体

の数字では90年に作付面積の33.7％を占め

たジャガイモが99年には71.4％にまで伸び

ている。同様に90年の野菜作付面積は，

16.0％であったものが99年には61.4％にま

で伸びた。注目すべきは農業地帯アニワ地区

での数字の顕著な伸びである。1995年に行

政区画の一部がユジノサハリンスクに編入さ

れたことを考慮したとしても，住民経営が占

めるジャガイモと野菜の作付面積の割合は

90年代に顕著な伸びを示した。これは農業

企業とフェルメルの不振に起因していると考

えられる 。アニワ以外の地区の数字を見て

も，住民経営の役割の大きさが明らかである。

表４ サハリン州集団菜園の面積・経営数（2001年１月１日現在)

提供地総面(ha) 耕地(ha) 経営数（家庭数) 農業従事者数

サハリン全体 8,547 4,748 81,899 45,345

アニワ 696 383 5,719 3,146

アレクサンドロフスク 137 75 772 1,407

ドーリンスク 436 240 2,890 4,163

コルサコフ 535 342 7,632 11,061

マカロフ 84 46 374 679

ネベリスク 386 212 2,259 4,108

ノグリキ 143 79 1,025 1,864

オハ 408 224 2,019 3,671

ポロナイスク 376 207 1,823 3,515

スミルヌィフ 33 18 132 240

トマリ 96 53 917 940

ティモフスク 133 73 451 820

ウグレゴルスク 324 178 1,721 3,129

ホルムスク 617 339 2,558 4,651

ユジノサハリンスク 3,999 2,200 19,049 34,634

クリリスク 34 19 200 364

ユジノクリリスク 110 61 625 1,137

セヴェロクリリスク － － － －

出所：サハリン州農業局宅地付属地・庭園・菜園部主任専門官のデータ（2001年７月
の聞き取りを元に作成）

17)2000年１月１日のデータ，サハリン州国家統

計委員会
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ユジノサハリンスク市では90年～99年の間

にジャガイモで1.09倍，野菜で約２倍に増

えている。オハ地区や北クリル地区（セヴェ

ロクリリスク）にいたってはもともと住民経

営の比重は高かったが，1999年において北

クリル地区のジャガイモ作付面積の100％，

オハ地区の野菜の作付面積の100％を住民経

営が占めている。表６は住民経営の基本作物

生産量の推移を表したものであるが，1990

年からのジャガイモと野菜の住民経営生産量

がサハリンにおいても明らかに増加してきて

いる。1990年から1999年でジャガイモは約

2.9倍，野菜は約5.6倍に伸びている。飼料

作物については２万トン前後で1990年以前

の数字は残念ながら欠如しているが，90年

以前は住民経営も宅地付属地などでは集団農

場の生産資材や土地を利用できたはずである

ため，この数値は比較的高かったと想像され

表５ 住民経営作物別作付面積の構造（ジャガイモ・野菜) （％)

ジャガイモ 野菜

1990年 1999年 1990年 1999年

サハリン全体 33.7 71.4 16 61.4

ユジノサハリンスク 58.2 63.7 24.1 48

アレクサンドロフスク 69 89.9 38.9 68.8

ドーリンスク 33.4 60.2 17.8 52.6

コルサコフ 50.4 81 32.7 51.7

ネベリスク 75.3 94.8 20.3 95.9

オハ 99.7 99.3 100 100

ポロナイスク 33.5 90.2 7.1 75.7

ウグレゴルスク 11.4 61.9 5.8 67.9

ホルムスク 32.7 57.4 24.7 55.5

アニワ 11.2 42 3.8 56.6

クリリスク 92.6 54.5 20 50

マカロフ 55 86.7 44.4 77.4

ノグリキ 62.7 97.2 14.3 84.6

セヴェロクリリスク 77 100 100 －

スミルヌィフ 44.3 91.3 25.8 93.2

トマリ 27.2 58.4 8.7 50

ティモフスク 27.8 79 14.6 25.2

ユジノクリリスク 84.2 93.8 82 88.2

出所：サハリン州国家統計委員会「住民経営の発展 1950-1999」

18)1998年に池田均を中心とするグループの農業

組織再編後に行われた調査があり，「1993年には

アニワ地区に５ソフホーズあったが，1998年７

月現在１ソフホーズとなり，従業員は４つの新た

に組織した集団農場に移り，飼料作物生産地域を

中心に耕作放棄が進んでいる。この間，100あま

りの自作農（フェルメル）が誕生したがこのうち

35～37農家のみが良い農産物生産者であるに過

ぎ な い」1998年 ７ 月 17日，ア ニ ワ 市

市長のコメント，出所：『サハリン州の

総合研究No.2』P.42
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る。

－３．各農業生産主体シェアの変化と住民

経営生産

かつてサハリン州における集団農場は特に

集約的作物の生産に関して，極東のなかでも

優秀な成果を収めていた 。これは地元で輸

送に耐えない生鮮野菜やジャガイモ，乳製品

を調達しなければならなかったからである。

同時にサハリンにおいては住民経営もこれら

の作物を生産しなければならなかった。表７

は経営形態別のサハリンにおける生産構造の

推移（全作物）を示したものだ。1993年時

点でも，住民経営での生産の割合はロシア全

土と比較して13.1％も高い。1994年には極

東全体，サハリンで登録フェルメル経営数の

減少がロシア全体よりも早い時期に見られた

点についてはすでに指摘したが，フェルメル

の割合は97年以降は６～７％前後で比較的

安定している。1993年時点で44.6％あった

農業企業の割合は1998年に32.8％にまで落

ち込んでしまっている。この1998年はルー

ブル危機の年である。この時サハリンの住民

経営は61.1％にまで，その割合を高め2002

年現在でも57.9％と98年以降でも６割近い

部分を占めている。これらの数字から，経済

の悪化の時期に強い住民経営の姿が見受けら

れる。

次に作物別のデータ（表８）を見てみると

90年時点でサハリンの農業企業は野菜，卵

では約９割，一番割合の低いジャガイモでも

６割以上を生産していたが，95年にはジャ

ガイモ31.2％，野菜53.4％，肉52.5％，牛

乳47.7％，卵64.5％と大きくその割合を減

らしてしまった。ジャガイモは住民経営でも

よく栽培されるが，95年には住民経営は農

業企業を抜いて，その後も実にサハリン州の

約７割のジャガイモを生産しているのである。

フェルメルは牛乳の生産割合が90年代後半

には10％近くに達したが，まだ牛乳も住民

経営の生産量には追いついていない状況だ。

これは1990年頃から住民経営に対する各種

制限が撤廃されたことや，1990年代初頭の

ハイパーインフレーション，賃金未払い等経

済的要因で住民の生活が困窮し，もともと住

民経営による自給率の高かったジャガイモは

市場での需要が低くなったためだろう。また

この時期はフェルメルの出現した時期とも重

なる。農民経営における生産の割合も増加し

ているが，フェルメルの商品化率がかなり低

いことを考慮すれば，フェルメルは半ば自給

のために生産しているものも多いと考えられ

19)大沼盛男，佐々木洋，山村理人編著『ロシア極

東の農業改革』，御茶の水書房，2000，１章３節，

P.45，大沼盛男は改革前のサハリン農業について

述べている。「サハリン州は，いうまでもなく極

東農業の中で最も狭い経営面積をもち，零細な経

営基盤の上に高い土地利用を実現し，生産性の高

さを駆使した都市近郊型の農業地帯であり，とく

にハウスなどの集約栽培による野菜の生産性は比

較的高い。酪農も産乳力は極東随一であり，鶏卵

の能力も高い水準を維持している。耕地がわずか

極東の２％でのシェアで農業生産額が８％を占め

るように，集約的かつ高能率の農業生産力を示す

地帯であるといえる」

表６ 住民経営の基本作物総生産量 （千トン)

1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年

馬 鈴 薯 63.4 65.2 65.2 57.4 40.2 81.5 83.9 80.6 107.5 114.9

野 菜 9.5 11.1 10.6 8.5 4.4 14.3 14.7 17.3 22.8 24.8

飼料作物 － － － － － 24.1 22 18.8 20.4 20.8

出所：サハリン州国家統計委員会「住民経営の発展1950-1999」

― ―102 北海学園大学経済論集 第52巻第１号(2004年６月)



表８ 経営区分ごとの農作物主要品目生産構造（サハリン)

（経営区分全体に占める％)

1990 1995 1996 1997 1998

農業企業

ジャガイモ 65.5 31.2 25.9 24.9 25.3

野菜 90.1 53.4 43.6 41.4 42

肉(生体重量） 70.7 52.5 72.6 72 70.7

牛乳 86.5 47.7 41.8 40.3 42.1

卵 90.8 64.5 65.9 65.9 63.2

住民経営

ジャガイモ 34.4 65.2 71 71.6 69.8

野菜 9.9 40.9 49.5 51.2 51.5

肉(生体重量） 27.3 44.6 23.8 23.3 21.8

牛乳 13.5 46.1 49.6 49.6 48.9

卵 9.2 34.1 32.8 32.9 35.5

農民経営（フェルメル)

ジャガイモ 0.1 3.6 3.1 3.5 4.9

野菜 ― 5.7 6.9 7.4 6.5

肉(生体重量） ― 2.9 3.6 4.7 7.5

牛乳 ― 6.2 8.6 10.1 9

卵 ― 1.4 1.3 1.2 1.3

出所：サハリン州国家統計委員会編・統計集「サハリン州の社会・経済状況1999」

表７ 生産主体カテゴリー別農業生産構造 （実際価格における，％)

1993 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

農業企業

ロシア 57.0 50.2 49.0 46.5 39.2 41.2 43.4 43.9 39.8

サハリン 44.6 50.7 43.7 37.6 32.8 35.4 36.7 34.9 36.4

住民経営

ロシア 39.9 47.9 49.1 51.1 58.6 56.3 53.6 52.4 56.5

サハリン 53.0 45.6 51.8 56.8 61.1 58.9 56.2 59.1 57.9

農民（フェルメル）経営

ロシア 3.1 1.9 1.9 2.4 2.2 2.5 3.0 3.7 3.7

サハリン州 2.4 3.7 4.5 5.6 6.1 5.6 7.1 6.0 5.7

出所：ロシア統計年鑑2003，
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る。

サハリンでは，ほとんどの集団農場がその

まま企業形態を転換した組織再編が主であっ

た。それらの農業企業は，もともと野菜や

ジャガイモ，酪農生産に特化していたにも関

わらず，住民経営のジャガイモ生産が農業企

業のそれを追い抜いてしまうほど伸びたこと

は驚きである。それだけサハリン住民にとっ

てのジャガイモは重要な熱量供給源だといえ

る。また同じく域内で調達しなければならな

い野菜もジャガイモと同様に住民経営におい

ての作付面積が増加しており，野菜生産も住

民経営の割合が95年に増加した後，農業企

業と住民経営の生産それぞれが占める割合は

比較的変化が大きくなく，安定している。

－４．ルーブル危機と各生産主体への影響

M.コズロフ（ ) は1998年12

月から1999年４月にロシアの30州において

行った農業企業の無作為抽出調査（行政府農

業生産部門幹部，農業企業，フェルメルの企

業幹部対象）を用い，ルーブル危機が与えた，

住民経営以外の農業生産主体への影響につい

て分析している 」。ルーブル危機の影響は

農業植物栽培にも畜産にも影響を与えている

ことがアンケートの結果明らかである。「著

しい悪化」と答えた各企業の代表は農業植物

栽培の場合で45.5％であり，畜産で56.4％

である。これらの結果と比較すれば，非農業

分野（販売等の活動）の企業活動について，

影響はそれほど大きくなかったことが分かる。

「著しい悪化」と「悪化」が農業植物栽培で

85.9％（45.4％，40.4％）を占め，畜産でも

85.9％（56.4％，29.5％）を占める。このア

ンケートが示していることは，思いがけず成

長率の上がったロシア経済全般と違い，各生

産主体の経営状態（特に生産活動）が明らか

に悪化していることである。

その影響内容の内訳は，①農村住民の社会

的状況の悪化，②農業資材・機械の供給レベ

ルの悪化，③農業企業に対する補助金額の低

下，④農業生産企業に対する優遇クレジット

の規模の低下，⑤農業生産費用と各資源との

間の価格差，⑥国内生産物への需要成長，⑦

労賃の未払い額の増加，⑧農村失業者増大，

⑨バーター取引の増大，⑩国内生産者にとっ

ての生産物販売条件の悪化となっている。影

響についての企業幹部の評価について，特に

多い答えは⑧の「農村失業者増大」と⑨の

「バーター取引の増大」である。バーター取

引については，一般的に企業が納税を逃れる

ために，または労働者の現金収入が欠如して

いるために件数が増えると考えられる。

M.コズロフ氏はこれらの結果から集計し，

各企業の代表が考えている現在ロシアの農業

企業にとって必要な措置を挙げている。

１．生活必需食品品目付加価値税率の引き下

げ（アンケート回答者の94％）

２．農産物と食品販売に際しての利益上乗せ

の制限（回答者の83％，うち90％が行

政府幹部）

３．農業生産者の納入者に対する債務構造の

改善（回答者の85％，うち86％が行政

府幹部）

４．生産者に対する優遇クレジット，リース

（資材・機械等）の社会的フォンドの増

大（回答者の88％，うち93％が行政府

幹部）

５．住民経営とフェルメルからの生産物買い

付けの効率化のための対策（89％）

６．児童施設，各種学校，病院，老人施設等

が国内製品買い付けをする際の助成シス

テム（96％）

７．農産物買い付け機関と加工企業に対して

の国家的支援としての優遇クレジット

20)

21)
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（83％），減税，国の主要な創設者や株主

としての参加（75％）

ロシア各地の農業生産部門幹部達のアン

ケートから，ルーブル危機が，ソ連崩壊後に

慢性的に苦しい状況にあったロシアの農業企

業やフェルメルの生産基盤をさらに痛めつけ

たことは明らかである。農村失業者増大と

バーター取引の増大が，農業にかつて依存し

ていた地域の生活レベルの低下を如実に物

語っている。以上の諸問題は農業に限らずロ

シアの経済の各部門にも見受けられる問題に

共通性があると考えられるが，このような問

題の存在とルーブル危機は特に農業生産にお

いて影響が大きかったのだと言える。このア

ンケートの結果で分かるように，高い付加価

値税，それに起因した農産物需要の低下，生

産者に対する優遇措置の欠如，農産物販売に

おいての非効率性，慢性的な農業機械・資材

の不足等々の問題が複雑に絡み合って，農業

再編後の各生産組織に多大なる影響を与えた

のだと考えられる。

．結 論

90年代急進的経済改革下での住民経営は

社会階層の弱者，年金生活者，失業者等の生

活を支えるために不可欠の存在であったとい

える。住民経営の生産主体の中にはダーチャ

のように余暇目的で提供されるものもあり，

実際にロシア人は週末や休暇を楽しく過ごす

ためにダーチャを利用していることも事実で

あるが，そこで農業生産を行うものも多く存

在している。その意味はやはり「自給のた

め」が現実であろう。竹田正直，池田均，奥

田仁らのサハリンでの調査 では「ダー

チャ協会構成員の60％が，春から秋まで

ダーチャで過ごし，年間を通じて居住してい

るものが12名いる」という指摘がある。そ

の調査対象となったダーチャ協会は，ユジノ

サハリンスクから近い，比較的交通の便のよ

い立地条件であるということを考えれば，

「わざわざ」そこに居住する意味は，それだ

け，食糧自給が必要なものとなっているとい

うことであろう。サハリンの個人住宅建設地

においては農用地の割合が増大している点に

ついて指摘したが，このことは表向きには休

暇目的で提供されるダーチャにおいても，農

業生産の潜在的希望者が多くなってきている

ことを示していると考えられるのである。

サハリンにおいては庭園集団の登録数も増

加してきたが，これもダーチャと同様に庭園

地に小屋を建て，いざとなればそこに居住し

農業を営み野菜やジャガイモを自給するとい

う都市住民の自前の安全装置といえる。

90年代初頭の急進的経済改革によって，

悪化した庶民の生活レベルは特に年金生活者

や低所得者，失業者などの社会的弱者の生活

において，また国からの政策に大きく依拠し

ていた地域において，より深刻であったと考

えられる。極東地域の実質現金収入は伝統的

に高い値を示してきた。サハリンもその例に

もれない。これは僻地手当てなどの優遇措置

によるものであった。表９の数字は対前年比

の％であるから，94年時の数字を100とし

た場合でも2002年のサハリンの値は現金収

入で約70％（全国約90％），賃金で約81％

（全国約 92％），年金で約 71％（全国 約

95％）となっており，どの値をみても全国で

は９割以上であるのにも関わらず，サハリン

では７割～８割しか達成されていない。しか

し，近年になってようやく安定して漸増し始

めたばかりである。ロシア平均の数字と比較

すれば，サハリンでのこれらの指標の増減に

ついては，増加のスピードは遅く，減少のス

ピードは速いという傾向があることがわかる。

22)竹田正直編『サハリン州の総合研究No2』第

１部３章，池田均「サハリン州の経済」，第２部

１章，奥田仁「サハリン州における小規模・零細

経営の発展可能性」，2000年
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注目すべきは98年ルーブル危機の年のサハ

リンでの年金受給額の減少率であり，前年比

58％となっている（表９）。また最低生計費

よりも低い所得人口も90年代を通じて一様

に数％～10％ほどロシア全土よりも多くなっ

ている 。

住民経営は経済情勢の急激な変化のなかで

も順調に生産を伸ばしてきてはいるが，かつ

て集団農場に伝統的に存在した副業経営と同

様，通常は農業機械も使わない，主に手作業

による原始的生産方式をとっており，まだ本

格的な農業生産者であるとは言えない。

ソ連時代の住民経営の主役は宅地付属地で

あった。現在，この構図には変化が生じてい

ると考えられる。この経営では，かつては集

団農場の土地や生産資材を利用できた。 で

みたように，農業地帯であるアニワにおいて

は，作付面積の減少の傾向が見られる。これ

は農業企業や，フェルメルの不振に起因して

いると考えられる。サハリンでの宅地付属地

の役割は現在，低下してきている。この傾向

は農業企業の発展が見られなければ，今後も

続いていくと考えられる。実際，宅地付属地

経営が，かつては大きな意味を持っていたと

考えられるアニワ地区においては，農業企業

の役割の低下とともにその役割も低下してい

る。宅地付属地経営の発展は，地元農業企業

やフェルメルの経営状況や，農村住民の生活

レベルに大きく影響を受けるはずであるため，

ロシア各州において，多様な発展過程をた

どっていくものと考えられる。

フェルメル・農業企業には農業機械や資金

面での行政的な援助が必要である。フェルメ

ルの経営基盤の脆弱さは，極東において露呈

した。先述のように極東やサハリンにおいて

はロシアの他の地域と違い，94年には早く

もフェルメル登録数が減少に転じたからであ

る。

先述のアンケート調査の結果から，ロシア

各地での農業企業やフェルメルの生産活動に

ルーブル危機は大きな影響を与えたことは明

らかである。特に悪化した側面は「農村失業

者増大」と「バーター取引の増大」であった。

この２つのキーワードは住民経営の役割の増

大と結びついている，つまり住民経営がこれ

らの問題の解決に結びついていると考えられ

るのである。また，これは農業の各生産主体

において経済悪化の時期に，ただでさえ確立

していなかった生産基盤がさらに弱められて

しまい，それに加えて適切な販売経路も確保

出来なくなっていることを示している。この

ような状況では，現実的に商品化を目指した

農業生産を実現することは難しいだろう。

ロシアの農業再生産プロセス確立のために

表９ 極東住民の実質現金収入

（対前年比％)

（１実質現金収入，２実質賃金，３実質年金受給額)

1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 2002年

1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 ３

ロシア全体 84 72 87 101106108106105103 84 87 60 88 78 95 113121131110120117110116112

サハリン州 74 78 80 89 96 102 95 98 105 80 92 58 92 83 90 113107127113112109119120114

出所：ロシア統計年鑑2003，

23)出所：ロシア統計年鑑2003，

，注：この統計集では99年以降のロ

シア各州レベルのデータが欠如しており，現時点

ではロシア全土の平均値が掲載されている。
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は，行政的に管理されてきた農業生産から脱

却して，市場関係に立脚した自己管理のもと

での自主的な農業生産が完全に行われるよう

にならなければならないと言える。ただ現在

のところは，農業再編後において，新しい農

業の担い手になると期待されていたフェルメ

ルに関して，また農業組織再編後の農業企業

において，生産の好ましい成果を現実的に認

めることは難しい。価格自由化や，急進的な

経済改革に起因するハイパーインフレーショ

ンが，ロシア経済に与えた傷跡は大きい。そ

こへルーブル危機（98年８月）が襲ったの

である。厳しい気候や，その地理的な不利性

によって，極東やサハリンにおいては経済情

勢の浮き沈みが農業に大きな影響を与えたと

考えられる。近い将来には，それがより鮮明

になるであろう。

ソ連時代にも，国の経済情勢が石油価格の

動向に左右されてきたように，当面ロシアは

資源依存型の経済発展の方向性を有している

といえる。同様にサハリンにおいては石油・

天然ガス産業が経済発展の鍵を握っている。

サハリンは将来的に地元経済が発展すれば

フェルメルの発展の可能性も大きい地区であ

るとも言える。もともとソ連時代にサハリン

で作られていた作物はフェルメルが主に選択

しているものと変わらないからである。

将来的には農村・都市住民の生活レベルの

向上とともにロシアにおける住民経営の生産

の割合は減少していくものであるかもしれな

い。しかし，現在のロシアで住民経営は，ま

だフェルメルが担えない役割を担っているこ

とは否めない事実である。フェルメルの問題

に関しては企業活動にかかる税金の高さや農

業機械不足からくるその生産基盤が弱さ，国

民の購買力に影響を受けるという問題のほか

にも，フェルメルの中には農業出身でないも

のが多いということや，フェルメルに提供さ

れる土地も必ずしも農業に適した土地が提供

されているわけではないといった数々の問題

が挙げられる。フェルメルが成立するために

は，市場条件に合致した農産物流通が必要で

あったと言えるだろう。極東フェルメルの中

で生き残ってきた経営の多くは，独自の販売

ルートを有しているものであると考えられる

からだ 。自給を主な目的にした住民経営は

これまで見てきたように，経済の混乱のなか

でもジャガイモや野菜などの作物について順

調に生産を伸ばしている。決して本格的な生

産主体ではないにしろ，住民経営によって食

料問題の多くが解消されているのは事実であ

る。特に，90年代の度重なる経済危機の時

代，自給した作物で社会階層の弱者は生き延

びてきたといっても過言ではないだろう。農

業企業やフェルメル等の各農業生産主体が安

定的に作物の生産と供給ができるようになる

までは，住民経営での自給的生産活動は続け

られていくものと考えられる。
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